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事 業 概 要

福 祉 政 策 課

事 業 名 内 容

新型コロナウイルス感染 １ 事業目的

症陽性患者の入院治療を 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に最大限の

行う医療従事者慰労金支 注意を払いながら、強い使命感を持って陽性患者の入院治

給事業 療に従事している医師や看護師等に対し、慰労金を支給す

る。

３４０，４１８千円

２ 事業内容

○国 ３４０，４１３ （１）対象機関

○諸 ５ 新型コロナウイルス陽性患者の入院を受け入れた病院

（２）対象者

令和２年７月１日から令和３年３月３１日までの間

に、新型コロナウイルス陽性患者の入院治療に直接従事

した医師、看護師等

（３）支給金額

１人当たり２０万円

（４）申請方法

原則、病院が支給対象者分をとりまとめて県に申請

病院を通じての申請が難しい場合は、病院の勤務証明

等を添付して個人申請することも可能

令和３年度補正予算
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

○新新型コロナウイル １ 事業目的

ス対策生活応援事業 新型コロナウイルス感染症の影響により、感染予防対策に

係る負担が増加している低所得世帯や子育て世帯に対する生

３，５６９，０８８千円 活支援と地域経済の下支えを目的として、商品券を配布する。

○国 ３，５６９，０６２ ２ 実施主体 県、市町村

○諸 ２６

３ 事業内容

（１）対象者

対象要件 対象者数

令和３年１月１日時点で秋田県内の市町村に

住民票があり、住民票上の世帯員全員の令和 約２３万人

３年度の住民税が非課税である世帯（生活保

護世帯を含む）の世帯員

令和３年１月１日時点で秋田県内の市町村に

住民票があり、児童手当（令和３年１月分） 約 ８万人

を受給している世帯（公務員世帯・特例給付

世帯を除く）の児童

※非課税世帯分と児童手当分は重複支給はしない。

（２）予算内訳

・配 布 総 額 ３，１００，０００千円(1人当たり1万円)

・市町村事務費 ４４０，０００千円

・県 事 務 費 ２９，０８８千円

（３）商品券について

市町村単位での発行を基本としつつ、市町村の判断によ

り、商工会単位など広域エリアでの実施も可能とする予定。

令和３年度補正予算
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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

児童福祉施設等衛生管 １ 事業目的

理体制確保支援事業 児童福祉施設等における児童等への個別対応の実施に係る

借家の借上げや協力者等の確保への助成等により、新型コロ

４６，２９１千円 ナウイルス感染症の予防及び拡大防止を図る。

○国 ３５，３８０ ２ 実施主体 県、児童養護施設等

○一 １０，９１１

３ 事業内容

（１）児童相談所等における濃厚接触者等への個別対応

１５，０７５千円

児童相談所一時保護所において濃厚接触者等の個別対応

を行うための借家の借上げや対応人員の確保を行うととも

に、児童養護施設等で個別対応を行うための経費に対して

補助する。

（２）児童養護施設等における衛生用品の購入等及び施設消毒

１６，０００千円

○対象施設

【県施設】

児童相談所（3箇所）、女性相談所、千秋学園

【児童福祉施設等】

児童養護施設（4施設）、乳児院（1施設）、

里親（25人）、ファミリーホーム（2施設）、

母子生活支援施設（4施設）、婦人保護施設（1施設）

（３）その他の感染症対策の強化

１５，２１６千円

濃厚接触者等の一時保護に使用する車両を整備すると

ともに、児童相談所と各関係機関とのリモート面接を行

うための機器整備を行う。

令和３年度補正予算
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

高齢者施設等防災・減 １ 事業目的

災対策等推進事業 大雨等の自然災害に備えて、避難手段の確保と避難時間の

短縮を図るため、利用者が円滑で安全な避難ができるような

８２，７２８千円 設備整備に必要な費用の一部を助成する。

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、

○国 ７２，１９０ 多床室の個室化改修に要する経費に対して助成する。

○債 １，２００

○一 ９，３３８ ２ 実施主体 広域型の高齢者施設等の設置者

３ 事業内容

（１）高齢者施設等における多床室の個室化改修支援事業

５１，１１５千円

①補 助 先 (福)六郷仙南福祉会

・施 設 名 称 特別養護老人ホームロートピア仙南（美郷町）

・施 設 定 員 ６０名

・総 事 業 費 ５６，４３０千円

・補助予定額 ３９，１２０千円（国１０／１０）

②補 助 先 (株)レストラン二条

・施 設 名 称 ショートステイはまなす温泉（能代市）

・施 設 定 員 ４１名

・総 事 業 費 ３０，７７２千円

・補助予定額 ３０，７７２千円（国１０／１０）

所要額(A) 既定予算(B) 補正額(A-B)

69,892千円 18,777千円 51,115千円

（２）○新高齢者施設等の水害対策強化事業
３１，６１３千円

高台へ避難するための仮設避難所及び避難路の整備を行

うとともに、施設本体への水の浸入を防ぐための止水板設

置を行う。

・補 助 先 (医)正和会

・施 設 名 称 介護老人保健施設湖東老健（五城目町）

・施 設 定 員 １００名

・総 事 業 費 ４２，１５１千円

・補助予定額 ３１，６１３千円

・補 助 率 ３／４（国１／２、県１／４）

令和２年度補正予算
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

○新高齢者福祉施設に １ 事業目的

おける新型コロナウイ 高齢者福祉施設入所者及び職員の新型コロナウイルスにか

ルス感染症抗原検査事 かる検査機会の拡大を図り、早期に感染者を発見することに

業 より感染の拡大を抑止する。

９１，５０４千円 ２ 実施主体 県

○国 ９１，５０４ ３ 事業内容

希望する施設に対し、新型コロナウイルス感染症の抗原検

査キット等を配布し、嘱託医等の判断に基づき、施設におい

て抗原検査を実施できる体制を整備する。

・配布対象 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、

介護医療院等（220施設）

・配布内容 抗原検査キット

個人防護具セット(防護服、フェイスガード等)

・配 布 数 １３，０００テスト分（予定）

入
所
者
や
職
員
に
発
熱
等
の
症
状
あ
り

嘱
託
医
等
の
医
師
に
相
談

施設内で
抗原検査キットによる

検査実施

診療・検査医療機関
を受診

（医師の判断により、
ＰＣＲ検査を実施）

抗原検査キットの活用スキーム

医
師
の
判
断

陽 性
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

新型コロナウイルス感 １ 事業目的

染症に係る介護サービ 感染症の発生による掛かり増し経費等に対して支援すると

ス継続支援事業 ともに、感染施設等に対して応援職員を派遣する体制を整備

することにより、感染症発生時においても必要な介護サービ

７９，８１５千円 スが継続して提供される体制を強化する。

○国 ３２，４００ ２ 事業内容

○入 ４７，４１５ （１）緊急時介護人材確保・職場環境復旧等支援事業

４２，１２７千円

【地域医療介護総合確 ①実施主体 介護サービス事業所等

保基金】 ②補助対象

・新型コロナウイルス感染者が発生又は濃厚接触者に対

応した介護サービス事業所等

・通所系サービス事業所であって新型コロナウイルス感

染症の流行に伴い居宅でサービスを提供する事業所

・感染者が発生した施設等の利用者の受入及び応援職員

の派遣を行う介護サービス事業所等

③補 助 率 １０／１０

【補助対象経費】

・緊急時の介護人材確保にかかる費用

・職場環境の復旧・環境整備に係る費用

（消毒・清掃費用、衛生用品の購入費用 等）

・連携により緊急時の人材確保支援を行うための費用

（２）緊急時介護人材応援派遣に係るコーディネート事業

３７，６８８千円

①コーディネート機能の確保

・緊急応援コーディネーターの配置（県社協へ委託）

②応援職員等への支援

・職員応援金

感染発生施設派遣：200千円、別施設等派遣：50千円

・施設等支援金

感染症発生施設等：上限6,000千円

・応援元施設支援金：派遣人数×派遣日数×10千円

③施設職員向け感染症対応研修会の開催

・８圏域ごとに１回（秋田周辺は３回）計10回

④事務費

令和３年度補正予算
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害者県地域生活支援 １ 事業目的

事業 障害福祉サービス事業所等において、ロボット技術やＩ

ＣＴの活用により、新型コロナウイルス感染症の拡大防止

１０，２１７千円 や職員の業務負担軽減を図る。

○国 ６，３９９ ２ 実施主体 事業者

○一 ３，８１８

３ 事業内容

（１）障害福祉分野のロボット等導入支援事業

２，３３５千円

障害者支援施設等で介護ロボットや見守りセンサーな

どを導入する際の経費を助成する。

・補助対象 障害者支援施設、グループホーム ほか

・対象経費 移乗介護、入浴支援機器：100万円以下

移動支援、排泄支援、見守り機器

：30万円以下

・限 度 額 障害者支援施設：210万円／事業所

グループホーム：150万円／事業所

その他事業所：120万円／事業所

・補 助 率 １０／１０（国２／３、県１／３）

（２）○新障害福祉分野のＩＣＴ導入モデル事業
７，８８２千円

①ＩＣＴ導入経費補助 ７，５９８千円

障害福祉サービス等事業所でＩＣＴを導入する際の

経費を助成する。

・補助対象 障害福祉サービス等事業所

・対象経費 タブレット端末、ソフトウェア導入経費等

・限 度 額 全事業所：100万円／事業所

・補 助 率 １０／１０（国２／３、県１／３）

②ＩＣＴ研修の実施 ２８４千円

補助を希望する事業所を対象に、ＩＣＴ導入に伴う

研修を実施する。

令和２年度補正予算
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

○新就労継続支援事業 １ 事業目的

所への生産活動支援事 新型コロナウイルス感染症が拡大する中、新たな生産活

業 動により工賃向上に取り組む就労継続支援事業所を支援

し、利用者の賃金・工賃の確保を図ることを目的とする。

３，０００千円

２ 実施主体 県

○国 ３，０００

３ 事業内容

商品開発や販路拡大など、減収への対策として新たな生

産活動に取り組む事業所に対して助成する。

・補助対象 就労継続支援事業所

・対象要件 新型コロナウイルス感染症の影響により減

収し、新たな生産活動に取り組んでいるこ

と。

・補 助 率 １０／１０

・補助上限 １事業所当たり５００千円

・積 算 ５００千円×６事業所

令和２年度補正予算
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

○新障害福祉施設にお １ 事業目的

ける新型コロナウイル 障害福祉施設入所者及び職員の新型コロナウイルスにかか

ス感染症抗原検査事業 る検査機会の拡大を図り、早期に感染者を発見することによ

り感染の拡大を抑止する。

２３，１３８千円

２ 実施主体 県

○国 ２３，１３８

３ 事業内容

希望する施設に対し、新型コロナウイルス感染症の抗原検

査キット等を配布し、嘱託医等の判断に基づき、施設におい

て抗原検査を実施できる体制を整備する。

・配布対象 障害者支援施設、障害児入所施設（49施設）

・配布内容 抗原検査キット

個人防護具セット(防護服、フェイスガード等)

・配 布 数 ３，３００テスト分（予定）

入
所
者
や
職
員
に
発
熱
等
の
症
状
あ
り

嘱
託
医
等
の
医
師
に
相
談 施設内で

抗原検査キットによる
検査実施

診療・検査医療機関
を受診

（医師の判断により、
ＰＣＲ検査を実施）

抗原検査キットの活用スキーム

医
師
の
判
断

陽 性

令和２年度補正予算
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害児・者施設整備補 １ 事業目的

助事業 障害福祉サービスを提供する障害児・者施設の整備を促進

することにより、障害児・者の福祉の向上を図る。

３４１,７０１千円

２ 事業内容

○国 ２２７,８００ （単位：千円）

○債 ９７,７００ 設 置 主 体 設置 整備 種別・定員（人） 補助額

○一 １６,２０１ 事 業 所 名 場所 区分

（福）秋田県民生協会 北秋田 大規模 生活介護 55 16,554

障害者支援施設 グリーンハウス 市 修繕等 施設入所 50

支援

短期入所 －

（福）能代ふくし会 能代市 創設 就労継続 30 270,547

能代地域生活支援センター 支援Ｂ型

共同生活 14

援助

短期入所 2

児童発達 10

支援

放課後等 10

デイサービス

（株）大日向建築 にかほ 創設 共同生活 10 24,600

（仮称）グループホーム大平 市 援助

シャイニングワンスターズ（株） 横手市 創設 共同生活 10

（仮称）イオ赤坂 援助 30,000

短期入所 1

計 4施設 341,701

３ 補助率 ３／４（国１／２、県１／４）

令和２年度補正予算
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

新型コロナウイルス感 １ 事業目的

染症に係る障害福祉サ 障害福祉サービス事業所等で新型コロナウイルス感染症が

ービス継続支援事業 発生した場合の掛かり増し経費を補助するとともに、応援職

員を派遣する体制を整備し、必要なサービスを継続して提供

８,５５０千円 する体制を確保する。

○国 ５，４３３ ２ 事業内容

○一 ３，１１７ （１）障害福祉サービス継続支援事業 ５,３７０千円

障害福祉サービス事業所等で、感染症が発生した場合等

に、必要な障害福祉サービスを継続してできるよう、通常

の障害福祉サービスの提供時では想定されない、かかり増

し経費を補助する。

・補助対象 障害福祉サービス事業所等

・補 助 率 １０／１０（国２／３、県１／３）

・補助上限 事業所種別毎に設定

（例）生活介護 ６３１千円

放課後等デイサービス ２５７千円

（２）緊急時応援コーディネート事業 ２，７８０千円

障害者支援施設等で感染症が発生した場合に、当該施設

運営法人のみでの対応が困難になることが想定されること

から、別の法人からの応援職員の派遣等についてコーディ

ネートを行う。

・秋田県社会福祉協議会への委託

（３）障害福祉サービス継続支援事業事務費 ４００千円

上記事業の実施に係る事務費

令和３年度補正予算
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

妊娠・出産への健康づ １ 事業目的

くり支援事業 健康保険適用外である「特定不妊治療」に係る治療費助成

について、国の支援事業拡充を受け、現行の助成措置の拡充

２２，３８８千円 を図るとともに、県単独で実施する助成回数の上乗せ部分に

ついても併せて拡充し、不妊治療の経済的負担の軽減により

○国 １４，９３１ 出産を希望する世帯を広く支援する。

○入 １６，５０３

○一 △９，０４６ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業

（１）不妊治療に要する治療費の助成

１６，１８０千円

健康保険適用外である「特定不妊治療」に係る治療費

の一部を助成する。

・対象者 ４３歳未満（妻）及び配偶者（夫）

（事実婚夫婦も対象）

※夫婦合算所得７３０万円未満の所得制限

撤廃

「特定不妊治療」とは、「体外受精」及び「顕微授精」をいう。

（２）秋田市不妊治療支援事業費に対する補助

５，３５０千円

国が県に交付する「子育て支援対策臨時特例交付金（安

心こども基金）」を財源とした、中核市が行う特定不妊

治療の拡充に要する経費に対する補助

（３）周知・啓発事業等 ８５８千円

制度改正の周知にかかるリーフレットの作成及びシス

テム改修

令和２年度補正予算
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【参考（スキーム図）】

○助成回数は１子ごとに９回までとし、対象年齢は４３歳未満とする。

○初回治療における妻の年齢が４０歳以上の場合、３回まで助成する。

現行

5万 5万 5万 5万 5万

新制度（令和３年１月１日以降に終了した治療が対象）

６回 ３回

国② 国③ 国④ 国⑤ 国⑥ 県単⑦ 県単⑧ 県単⑨

15万 15万 15万 15万 15万 20万 20万 20万

最大９回 最大９回

第１子の出生のための治療 第２子の出生のための治療

出生 出生

国①
30万

国30万
最大6回まで

県単
⑦
30万

県単
⑧
30万

県単
⑨
30万

国30万
最大6回まで

県単
⑦
30万

県単
⑧
30万

県単
⑨
30万

・・・・

年間回数制限なし、通算助成期間制限無し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３歳未満を対象
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

感染症患者入院治療費 １ 事業目的

（感染症指定医療機関 新型コロナウイルス感染症患者等の入院治療体制を整備す

等運営費補助金） る。

９５６，３９６千円 ２ 実施主体 県

○国 ９５６，３９６ ３ 事業内容

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れるために専用病

棟や専用病床を確保している医療機関に対し、空床期間の診

療収入分に相当する費用について補助する。

・補助対象 感染症指定医療機関等

・補 助 率 国１０／１０

実績見込額(A) 予算現計(B) 補正額(A-B)

3,269,786千円 2,313,390千円 956,396千円

１月はフェーズ３（１１５床）、２～３月はフェーズ

４（２２９床）を想定し、必要となる空床確保料につ

いて、実績見込額として算出した。

令和２年度補正予算
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

（新型コロナ感染症対 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、必要な医療

策事業） 体制等の強化を図る。

３１５，０００千円 ２ 実施主体 県

○国 ３０７，８００ ３ 事業内容

○一 ７，２００ （１）診療・検査医療機関体制整備協力金支援事業

２９７，０００千円

新型コロナの検体採取を実施し、受診相談センター等で

紹介可能な医療機関に対し、感染拡大防止や危険手当等に

要する経費を助成する。（１５０医療機関を想定）

・補助額

令和２年１２月末までに対応開始 ２，５００千円

令和３年２月末までに対応開始 １，５００千円

・補助率 １０／１０

（２）○新検査体制整備協力金支援事業
１８，０００千円

検査体制を強化するため、土曜・日曜・祝日に検体を取

り扱う民間検査機関に対し、検査に必要な経費を助成する。

・補助額 ３００千円／日

・補助率 １０／１０

令和２年度補正予算
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

（新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の更なる感染拡大に備え、医療

感染症分） 提供体制や検査体制を整備する。また、保健所の体制強化を

図るほか、感染症患者に対応する医療従事者等を支援する。

６，０９７，１５８千円

２ 実施主体 県、市町村、医療機関等

○国 ５，６０３，３５６

○諸 ８ ３ 事業内容

○一 ４９３，７９４ 原則として、令和３年４月～９月の半年分を計上する。

（１）検査体制整備事業 ３９９，３６９千円

①医療機関等の検査機器整備

１３２，０００千円

・補助対象 医療機関、民間検査機関（６０件を想定）

・補 助 率 国１０／１０

②健康環境センター検査体制整備等

２６７，３６９千円

健康環境センターの検査体制整備のほか、大規模な

行政検査が必要となった場合に、ＰＣＲ検査等を民間

検査機関に委託する経費

（２）医療機関設備整備等事業 ７３３，９８８千円

感染症患者等の外来・入院に対応するための医療機器

整備や感染拡大防止に要する経費に対し助成する。

①診療・検査医療機関等整備事業 ６４，２１４千円

・設 備 ＨＥＰＡフィルター付き空気清浄機等

・補助率 国１０／１０

②入院医療機関整備事業 ６６５，４０５千円

・設 備 超音波画像診断装置、ＣＴ撮影装置等

・補助率 国１０／１０

③診療・検査情報管理支援事業 ２，４００千円

・補助対象 （一社）秋田県医師会

・補 助 率 県１０／１０

④医療機関との調整事務経費 １，９６９千円

令和３年度補正予算
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（３）新型コロナＰＣＲ検査等保険適用外負担費

５３８，２３４千円

医療機関において、医師の判断で実施するＰＣＲ検査等

の自己負担分を負担する。

（４）受診相談センター設置事業 １０１，２５１千円

新型コロナウイルス感染症に関する相談を、２４時間体

制で看護師が受け付ける「あきた新型コロナ受診相談セン

ター」の設置や、県民への周知啓発を行う。

（５）新型コロナ保健所体制整備事業 ５２，８１４千円

①秋田県健康フォローアップセンター設置事業

１２，４５０千円

濃厚接触者等の健康管理や相談業務を行うフォローアップ

センターを設置する。

②感染症患者移送事業 ７，６８６千円

感染症患者の移送体制の充実に要する経費

③発生動向調査事業等 ３２，６７８千円

保健所の疫学調査等による業務の増加に対応するため、

会計年度任用職員（保健師等）を増員する（各保健所１人）。

（６）医療従事者等支援事業 ７７，３４０千円

①医療スタッフ安心支援事業 ５１，８４０千円

感染症指定医療機関等で患者に直接対応する医療従事

者等を対象としたＰＣＲ検査に要する経費を助成する。

・補助対象 感染症指定医療機関等

・補 助 率 県１０／１０

②医療従事者等宿泊支援事業 ２５，５００千円

感染者に直接対応する医療従事者等の宿泊施設確保に

要する経費

（７）新型コロナ感染症対策協議会運営費等

４６，９５３千円

①新型コロナウイルス感染症対策協議会運営費等

１０，２２９千円

入院患者の受入調整等を行う調整本部を設置する経費等

②感染症対策専門家派遣等事業 １，１８８千円

クラスターが発生した場合に、厚生労働省が派遣する

専門家と連携し、感染拡大防止を図るための経費

③新型コロナウイルスに感染した医師等にかわり診療等を

行う医師等派遣体制の確保事業等 ３５，５３６千円
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（８）新型コロナ感染症患者医療費 ３６，０８８千円

新型コロナウイルス感染症患者を入院措置した場合の医

療費のうち、自己負担分について負担する。

・負担割合 １０／１０（国３／４、県１／４）

（９）指定医療機関病床確保事業 ４，０６３，００１千円

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れるために専用

病棟や専用病床を確保している医療機関に対し、空床期間

の診療収入分に相当する費用について補助する。

・補助対象 感染症指定医療機関等

・補 助 率 国１０／１０

・補助単価 （１床当たり）４１千円～４３６千円／日

（10）新型コロナ感染症診査協議会運営費等

３，１２０千円

入院勧告等必要な事項を協議する診査会を開催する経費

・委 員 ６名×８保健所

・構 成 医師、弁護士、人権擁護委員

（11）新型コロナウイルス感染症緊急包括支援補助金

４５，０００千円

市町村が実施する新型コロナウイルス感染症緊急包括支

援交付金対象事業に要する経費を助成する。

・補助対象 秋田市

・補 助 率 国１０／１０
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

○新新型コロナウイル １ 事業目的

ス感染症対策事業 新型コロナウイルス感染症患者の拡大に対応するため、各

種取組を実施することにより、地域の医療提供体制の維持・

３５５,８４３千円 確保等を図る。

○国 ３５５，８４３ ２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）新型コロナウイルス感染症患者受入医療機関等支援事業

３５０，０００千円

新型コロナウイルス感染症患者の入院受入のほか、感染

症患者の院内発生による外来診療の休止及び新規入院患者

の制限を行った医療機関を支援するため、応援金を支給す

る。

（Ｒ３年度：３５０，０００千円）

①新型コロナウイルス感染症患者受入医療機関への応援金

３００，０００千円

・対象機関 県内医療機関（感染症患者の入院治療を行

った病院等）

・支 給 額 １，０００千円（患者１人当たり）

・対象期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

（Ｒ３年度：３００，０００千円）

②医療提供体制維持支援金 ５０，０００千円

・対象機関 県内医療機関（５人以上の感染症患者が院

内で発生し、外来診療の休止及び新規入院

患者の制限を実施した病院）

・支 給 額 １０，０００千円（１病院当たり）

・対象期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

（Ｒ３年度：５０，０００千円）

令和２年度補正予算
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（２）新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

５，８４３千円

新型コロナウイルスワクチンの接種を円滑に実施するた

めに必要な体制を整備する。

（Ｒ３年度：１４７，５９５千円）

①接種サポート体制整備 １，８０４千円

市町村又は医療機関からの要請に応じ、集団接種等を

安全かつ効率的に行う体制を構築する。

・委 託 先 （一社）秋田県医師会

・対象経費 市町村・関係機関との連絡調整に要する経費

（Ｒ３年度：１０，８２２千円）

②ワクチン保管管理 ３，１３６千円

超低温冷凍庫でのワクチンの保管及び他の接種施設へ

のワクチンの分配等を適切に行う。

・委 託 先 １４病院（基本型接種施設※）

・対象経費 ワクチンの管理に要する経費

（Ｒ３年度：１８，８１６千円）

※ 基本型接種施設

各地域の中核的機能を有する１４病院を、国が準備し

た超低温冷凍庫を設置しワクチンを保管する「基本型接

種施設」とする。自院従事者への接種のほか、ワクチン

の分配を受け接種を行う「連携型接種施設」へのワクチ

ンの払出しと台帳管理等を行う。

③副反応対応体制確保 ６４９千円

接種医療機関又はかかりつけ医療機関からの紹介を受

け、副反応が疑われる症状について専門的に対応し、適

切な受診につなげる体制を確保する。

・委 託 先 総合的な診療を行う１病院

・対象経費 副反応相談窓口の設置、連絡体制整備

（Ｒ３年度：３，８９３千円）
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④関係者間連絡調整等 ２５４千円

・関係機関調整会議の開催

・市町村担当者会議の開催

・連絡調整要員（会計年度任用職員）の雇用、通信費等

（Ｒ３年度：３，２１５千円）
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

新型コロナウイルス感 １ 事業目的

染症対策事業 新型コロナウイルス感染症患者の拡大に対応するため、各

種取組を実施することにより、地域の医療提供体制の維持・

１,３９１,９２８千円 確保等を図る。

○国 １，２９５，２７５ ２ 実施主体 県

○諸 ９

○一 ９６，６４４ ３ 事業内容

（１）新型コロナウイルス感染症患者受入医療機関等支援事業

３５０，０００千円

新型コロナウイルス感染症患者の入院受入のほか、感染

症患者の院内発生による外来診療の休止及び新規入院患者

の制限を行った医療機関を支援するため、応援金を支給す

る。

（Ｒ２年度：３５０，０００千円）

①新型コロナウイルス感染症患者受入医療機関への応援金

３００，０００千円

・対象機関 県内医療機関（感染症患者の入院治療を行

った病院等）

・支 給 額 １，０００千円（患者１人当たり）

・対象期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日

（Ｒ２年度：３００，０００千円）

②医療提供体制維持支援金 ５０，０００千円

・対象機関 県内医療機関（５人以上の感染症患者が院

内で発生し、外来診療の休止及び新規入院

患者の制限を実施した病院）

・支 給 額 １０，０００千円（１病院当たり）

・対象期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日

（Ｒ２年度：５０，０００千円）

令和３年度補正予算
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（２）新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

１４７，５９５千円

新型コロナウイルスワクチンの接種を円滑に実施するた

めに必要な体制を整備する。

（Ｒ２年度：５，８４３千円）

①接種サポート体制整備 １０，８２２千円

市町村又は医療機関からの要請に応じ、集団接種等を

安全かつ効率的に行う体制を構築する。

・委 託 先 （一社）秋田県医師会

・対象経費 市町村・関係機関との連絡調整に要する経費

（Ｒ２年度：１，８０４千円）

②ワクチン保管管理 １８，８１６千円

超低温冷凍庫でのワクチンの保管及び他の接種施設へ

のワクチンの分配等を適切に行う。

・委 託 先 １４病院（基本型接種施設※）

・対象経費 ワクチンの管理に要する経費

（Ｒ２年度：３，１３６千円）

※ 基本型接種施設

各地域の中核的機能を有する１４病院を、国が準備し

た超低温冷凍庫を設置しワクチンを保管する「基本型接

種施設」とする。自院従事者への接種のほか、ワクチン

の分配を受け接種を行う「連携型接種施設」へのワクチ

ンの払出しと台帳管理等を行う。

③ワクチン移送管理 ７，９８９千円

基本型接種施設から他の接種施設へワクチンを冷蔵で

移送する。

・委 託 先 秋田県医薬品卸業協会等

・対象経費 保冷パック等資材費、配送経費
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④副反応対応体制確保 ３，８９３千円

接種医療機関又はかかりつけ医療機関からの紹介を受

け、副反応が疑われる症状について専門的に対応し、適

切な受診につなげる体制を確保する。

・委 託 先 総合的な診療を行う１病院

・対象経費 副反応相談窓口の設置、連絡体制整備

（Ｒ２年度：６４９千円）

⑤相談対応体制確保 ６０，８００千円

県民又は医療機関等からの相談に対応する体制を確保

するため、県相談窓口を設置する。また、専門性の高い

相談対応業務の一部を委託する。

・委 託 先 （一社）秋田県医師会等

・対象経費 専用電話回線設置・通信費、委託費

⑥ワクチン情報周知啓発 ４２，０６０千円

県民に対し、ワクチン接種に関する正しい情報を周知

する。

・対象経費 啓発資材作成費、新聞広告掲載費、広告デ

ザイン委託費等

⑦関係者間連絡調整等 ３，２１５千円

・関係機関調整会議の開催

・市町村担当者会議の開催

・連絡調整要員（会計年度任用職員）の雇用、通信費等

（Ｒ２年度：２５４千円）

（３）新型コロナウイルス感染症軽症者等受入施設整備事業

６５３，５０１千円

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた医療提供

体制を構築するため、軽症者等を受け入れる宿泊療養施設

を運営する。

・施 設 名 秋田市内公共施設（５８室）

秋田市内ホテル１箇所

・受入対象 軽症者、無症状者

・対象経費 宿泊者への医療・生活支援に関する経費

・実施期間 令和３年４～９月
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（４）ＤＭＡＴ等医療チーム感染症対策派遣事業

４５，６５０千円

医療施設等における新型コロナウイルス感染症のクラス

ター発生に対応するため、ＡＣＯＭＡＴ（秋田コロナ医療

支援チーム）を現地に派遣し、施設における感染制御や医

療提供を支援する。

・チーム構成 医師１人 看護師１人 業務調整員１人

・派 遣 先 医療施設、介護施設、福祉施設

・委 託 先 ＤＭＡＴ指定医療機関等

・実 施 期 間 令和３年４～９月

（５）地域外来・検査センター設置運営事業

１９３，２８８千円

外来・検査体制の充実・強化を図るため、地域外来・検

査センター（仮設診療所）を設置・運営する。

・委 託 先 市町村、医療機関

・経 費 委託費（設置・運営費）、事務費

（21,418千円／１箇所当たり）

・設置箇所 ９箇所（二次医療圏ごとに１箇所以上）

・実施期間 令和３年４～９月

（６）医療機関・薬局等感染拡大防止対策支援事業

１，８９４千円

支援金に係る事務経費
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